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（Johann Kaspar Bluntschli, 1808-1881）の国権主義思想を生かしている。この点で平田の独創
性があまり出ていない。これに対して、その後の信用組合、産業組合および地方改良運動につ
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苑：一般教育部研究報告（姫路工業大学）』、第 ７ 号、1996 年、157～72 ページ）、④松田好史
「内大臣制度の転機と平田東助」（『国史学』、第 199 号、2009 年、117～53 ページ）、⑤佐藤由
梨江「大蔵省における火災保険制度構想―実務官僚・平田東助の関与を中心に」（『早稲田大学
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平田は 1849（嘉永 ２）年に米沢藩の藩医・伊東昇廸の子として生まれる。1856（安政 ３）年
に同藩の医師・平田亮伯の養子となり、藩校・興譲館で学び、さらに江戸へ上って古賀謹堂
（1816-1884）の門で学ぶ。戊辰戦争においては、米沢藩は政府軍に敵対した奥羽越列藩同盟の
中心として戦っている。その後、藩命によって東京へ行き、1869（明治 ２）年 ５ 月に慶應義塾
に入り、吉田賢輔（1838-1893）に英学を学び、のち大学南校に入学した。その時の恩師であっ
た渡辺洪基（1848-1901）を通じて、1871（明治 ４）年に岩倉使節団の一行に随行することにな














平田のドイツ留学は、1872（明治 ５）年から 1876（明治 ９）年 １ 月までの約 ４ 年間にわたっ
た  ４）。この間にベルリン大学で、イギリスの立憲君主制に批判的なグナイスト（Rudolf von 
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た。独逸学協会は英仏系の自由民権思想に対抗して、グナイストやブルンチュリ、さらに社会






　1876（明治  ９）年 ９ 月　内務省御用掛
　1877（明治 10）年 １ 月　大蔵省御用掛、翻訳課長
　1878（明治 11）年 ８ 月　大蔵省少書記官兼太政官権少書記官、法制局専務
　1879（明治 12）年 ４ 月　火災保険取調委員
　1880（明治 13）年 １ 月　大蔵省少書記官
　　　　　　　　　 ７ 月　太政官少書記官兼任
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二つの点にあった  11）。こうして 1879（明治 12）年に火災保険に関する調査立案が開始される。
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判官であったシュルツェ・デーリチュ（Franz Herman Schulze-Delitzsch, 1808-1883、以下は
シュルツェ）が商工業者のためにつくったシュルツェ式信用組合、もうひとつは行政官であっ
























『信用組合論』の共著者である杉山は、1891（明治 24）年 ３ 月にシュルツェ式信用組合の利点














1891（明治 24）年 ８ 月に品川は、平田と杉山らに信用組合法の原案作成を命じる  29）。原案
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説き、信用組合に対して多種の協同組合を対比して，その必要性を論じている。この著書は実
際には、農商務省の渡部農務課長と織田一（1864-1914、以下は織田）参事官が執筆したもの
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需用する所の資本は皆小資本にして、動産信用若しくは対人信用を以て貸付するを適当とす」
と考えられるというものであった。実際に「シ氏の農民組合は 1885 年において 554、72,994






































品川は 1891（明治 24）年の内相就任直後の ７ 月はじめに、法制局部長であった平田に対して、
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している  58）。また福住は同年に『日本信用組合報徳結社問答 附積米法』（報徳会福運社）を著
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（明治 29）年になると組合数は、信用組合 101、購買組合 21、販売組合 80、生産組合 17、計
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ためである  72）。しかし下部農会からの突き上げによって、1897（明治 30）年に産業組合法案
が審議未了になってからは、産業組合の設立を熱心に働きかけている  73）。



































は、「持分一口ノ金額ハ十円以上トシ平等ニ之ヲ定ムヘシ」という条項であった。１ 口 10 円以
上に限ったのでは、細民に利益を与えないので、10 円以上に限定するのは問題があるという
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数は 127、組合員数 28,535 人、財産高 51 万 ５ 千余円と、組合数の増加が目立ってくる。さら
に農工銀行が静岡（1898 年 １ 月）を皮切りに、1899（明治 32）年末までに、阿波を除いて各
県すべてに設立されたことも大きな影響を与えた。そしてこのような動向を受けて、民間諸団
体は政府や帝国議会に対して、産業組合の陳情・請願運動を強めた。























じて農商務大臣に就任する（1903（明治 36）年 ７ 月に農商務大臣を辞任する）。その後、産業
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平田は 1905（明治 38）年 ３ 月に大日本産業組合中央会を設立して会頭に就任し、産業組合
の普及のために各地を遊説している。産業組合法が制定された 1900（明治 33）年末に、法律
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示する（『産業組合』、1908 年 11 月号、42 ページ）。
地方長官会議の開催をきっかけに、産業組合を通して内務省の地方改良運動が展開され










であり、内相在職中の ３ 年間で ５ 回にわたって地方改良事業講習会が開催されている。
産業組合は平田によれば、1909（明治 42）年 11 月末の時点で、その数は 5,558 組合となっ
ている。1900（明治 33）年の産業組合施行の当時は 21 組合にすぎなかったので、わずか 10
年の間に急激な増加をしている  91）。そしてこの産業組合を束ねる大日本産業組合中央会は、
1910（明治 43）年 １ 月に法律に基づく「産業組合中央会」として組織替えが行なわれる。同
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名）は議員から ３ 分の ２、農商務大臣の任命する特別議員から ３ 分の １ を選出しなければなら
ないとされるなど、政府の介入がはかられることになる。二つの団体に対する補助金も大きく
違い、1910（明治 43）年から 1913（大正 ２）年にかけて、産業組合中央会に対しては年額
























ACTA HUMANISTICA ET SCIENTIFICA
UNIVERSITATIS SANGIO KYOTIENSIS



















軋轢が生じる（『産業組合』、1919 年 ７ 月号）。しかしこの軋轢は米価高騰による深刻な経済不
安のなかで解消されていく。
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不振から解散を余儀なくされていた産業組合は、1919（大正 ８）年の 447 組合から翌 20（大正
９）年には 696 組合（組合総数の ５ パーセント強）と急増する。連合会も全体の ３ 分の １ にあ
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Tosuke Hirata and Social Policy
—Problems of Institutional Design—
Nobuhisa NAMIMATSU
Abstract
Tosuke Hirata (1849-1925) was a bureaucrat and politician of the Meiji and the Taisho eras 
who was involved mainly in Japanese social policy. He contributed to modern Japanese 
institutional development through his involvement in drafting the fire insurance bill, the 
making of the credit union bill, the establishment of industrial cooperatives, and promotion of 
the regional improvement movement. Several studies about Hirata exist. Mainly, they discuss 
his role in the design of the various institutions. However, they do not make clear shifts in 
Hirata’s orientation and thinking in the process of designing institutions. This essay examines 
Hirata’s orientation and thought as they relate to his institution-making.
Hirata was a bureaucrat who studied in Germany, but he modified his Western European 
learnings as he introduced them into Japan. He adapted German thought to the Japanese 
reality especially in the case of the establishment of credit unions and industrial cooperatives. 
Trying to apply European learning to the case of Japan, he chose to try to bring about a 
fusion with Japanese traditional thought and practices, and in particular with Hotoku 
thinking. From the perspective of institutional design, Hirata’s approach was effective.
Keywords:  Tosuke Hirata, Credit Union, Industrial Cooperative, Social Policy, Institutional 
Design 

